平成２７年度　第２３回人事委員会　会議結果
	１　開催日時


　　平成２８年３月４日（金）午前１０時～１０時５０分
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】　　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　　　　　　委　　員　　中　原　　　都

　　　　　　　　委　　員　　上　田　博　久

【事務局職員】　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　　　　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　    　  長　　富　山　哲　明　　

　　　　　　　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　　　　長　　河　村　　　淳

　　　　　　　　　　係　　長　　古　川　真　史

【傍聴者】　　　　なし
	４　議　題


議案第1号　職員の採用選考について

議案第２号　職員の昇任選考について

議案第３号　選考により採用することができる職に係る承認について

議案第４号　人事委員会定めの設定について（退職管理制度関係）

報告第１号　事業場調査結果報告について

報告第２号　職員団体の登録の抹消について

報告第３号　職員からの苦情相談について
	５　議事の公開・非公開


議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、議案第１号、議案第２号及び報告第３号は非公開、議案第３号、議案第４号、報告第１号及び報告第２号は公開とすることについて全員の合意を得た。　
	６　議　事


　
◇議案第１号

職員の採用選考について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
◇議案第２号

職員の昇任選考について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

◇議案第３号　

選考により採用することができる職に係る承認について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】

職員の任用に関する規則第19条第２項の規定に基づく選考職の承認について、鳥取県教育委員会から以下のとおり申請があり、適当と認められるので申請のとおり承認しようとするもの。
１　申請のあった職及び採用予定者数
文化財主事（任期付職員）　　　　　 ２名程度

２　採用予定日

　　平成28年６月１日

３　申請理由
　　埋蔵文化財の発掘調査業務については、その業務の専門性・特殊性から、高度の専門的知識・経験、職務遂行能力が求められる。

　　そのため、その者が業務に必要な専門的知識・経験を有しているか、それらの知識・経験を業務に活用できるかどうかといった点に着目し、専門試験、論文試験、実技試験及び人物試験により総合的に評価する必要がある。

４　選定方法

　　教育委員会において選考を実施。

(１)　試験内容

　　ア　専門試験：文化財主事に必要な専門的知識（考古学、歴史学及び埋蔵文化財の調査等に関する知識）についての筆記試験（多肢選択式）

　　イ　論文試験：公務員として必要な識見、思考力、表現力などの能力についての筆記試験

　　ウ　実技試験：土器の実測に関する実技試験

　　エ　人物試験：個別面接等による人物及び専門的知識についての口述試験

　(２)　受験資格

　　ア　年齢要件：なし

　　イ　資格免許：次のいずれかの要件を満たす者

　　　　　　　　　　①大学又は大学院で考古学又は歴史学を専攻して卒業（修了）した人

　　　　　　　　　　②大学又は大学院を卒業（修了）したのち、発掘調査員に相当する職に６ヶ月以上従事した経験のある人（ただし、発掘調査補助員及び発掘作業員を除く。）

５　人事委員会の判断
　　上記の職は、「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を要するもの」として整理されている職であり、また選定方法も適当であると判断する。

【質　疑】

委　員

　　いつも不足しているな。

事務局
　　全国で取り合いになっており、よりよい条件のところに流れている状況にある。

事務局

　　震災復興の本格化、東京オリンピックの関係で、開発するところが日本全国たくさん出てきており、事前に文化財調査をする必要があるため、仕事を進めるには人手が必要になる。

委　員

　　他県も同じ採用方法か。より機動的な工夫をしているところはないのか。
事務局

　　　　県事業であれば、埋蔵文化財の調査はその工事をやるところが人件費を含めて調査費を負担しなければならないが、鳥取西道路のように国が直轄でやる場合は、県が受けてやるとお金を出してもらえないのに対し、民間が発掘調査をやると経費が出される。

　　鳥取県の場合は、財団の方に出向の形で出して、民間が国から受けたという形にしてその人たちの人件費を国から出してもらうという仕組みになっている。

委　員

　　民間が雇用した方が機動的でいいということか。

事務局

　　民間の方も人がとれない。早く調査をしないといけないので、財団が採用をやってもなかなか人が来ないため、県で採用して出向させて発掘調査をしていただく形をとっている。

委　員

　　それは鳥取県が特殊なのか。

事務局

　　どこもやっていると思う。発掘調査の下請けの発掘作業の作業員は会社が受けてやっている例はあるようだ。

委　員

　　　　機動的にというのは、教育委員会が採用に関し人事委員会の承認を経ずにやってしまうというような方法をとっている例が他県ではないのか、ということ。

　　慢性的に確保が難しいのであれば、外から統制してというより、機動的な方を重視すべきではないか。

事務局

　　正職員であれば問題ないが、任期付となると任期が決まっているから採用が難しい。

委　員

　　だからむしろ機動的にした方がよいと思う。

　　正職員ではないから、一旦採用したらずっと雇用しなければならないというわけではないから、慎重さよりもむしろそちらを重視したやり方がデメリットも少ないので、他県でやっていないかということ。頻繁に申請が出てくるので。
　　他県でやっているのであれば、たぶんできると思う。申請があまりに多いので。人事委員会の承認がいることで、かえって「来てください」と言えず採用できないとならないか懸念する。今回の議案はこれでいいが。

　　今後の課題として少し工夫した方がよい。
事務局

　　任期付も、この事業が平成30年くらいで終了し、臨時業務が平準化してくるので、この話はあまり出てこなくなる。普通の退職補充となってくると思うが、その辺も含めて検討してみる。　　　　　　　　　　

◇議案第４号　

人事委員会定め（退職管理制度関係）の設定について谷口次長兼任用課長が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第54条第３項の規定に基づき、及び同法を実施するため、以下のとおり定めようとするもの。

１　定めの目的

・地方公務員法に基づく退職管理の規制対象者として、特定地方独立行政法人の役職員（地方公務員の身分を有する）も規制される。

・このことから、特定地方独立行政法人の「規制対象者の範囲」を人事委員会が定める際の参考とするため、人事委員会が定める事項を、特定地方独立行政法人から人事委員会規則の制定・改廃前に、届出させる。

〔届出させる根拠〕

地方独立行政法人法

第54条　１及び２　（略）　　　　　　　　　　（退職管理）　　（罰則）

３　特定地方独立行政法人は、地方公務員法第三章第六節の二及び第五章（第五十条の二において準用する場合を含む。）の規定を施行するために必要な事項として設立団体の人事委員会（人事委員会を置かない設立団体においては、設立団体の長。以下この項において同じ。）が定める事項を、設立団体の人事委員会が定める日までに、設立団体の人事委員会に届け出なければならない。
２　定めの概要

（１）届出させる事項　　

①働きかけ規制対象者の範囲

・普通地方公共団体の長の直近下位の内部組織の長に準ずる職
・国家行政組織法（昭和23年法律第120号）第21条第１項に規定する部長又は課長の職に相当する職

②再就職情報の届出対象者（管理又は監督の地位にある職）

③届出を行う事項の根拠となる資料

（例）組織図、組織規程、役員及び職員の給与規程（又は報酬規程）、標準職務表（又は格付表）、その他参考となる書類

（２）届出させる時期

・退職管理規則制定前（初回）　定めの議決・通知(平成28年３月４日)

⇒提出期限(平成28年３月17日）

・規則制定後　（１）①、②に該当すると認めるものを新設・変更・廃止しようとする日の４週間前

【質　疑】

委　員

　　内部組織の長に準ずる職とあるがピンとこない。内容がわからないから県の課長、次長、部長のその辺の線決めがいいかどうかはわからない。

事務局

　　そういった考え方がわからないということで、事務局長通知で考え方を示している。具体的には、「内部組織の長に準ずる職は、貴法人の理事長が当たります。その理由は○○です。」ということをわかりやすく示している。

委　員

　　相手方は読んだらわかるのか。

事務局

　　事前に十分説明はしている。

事務局

　　事務局長通知は本来いらないと思う。

　　国は総務省が窓口として全体を取り仕切っていて、届出の対象となる独立行政法人がたくさんあるため共通に提出してもらうためにこのような通知を出しているが、当県は一カ所だけなので、密に連絡をとれば本来こういうものはあまり必要ない。定めさえあればよいが丁寧にやっているということ。　

◇報告第１号

事業場調査結果報告について、事務局が説明した。
【説　明】

平成27年度労働基準及び労働安全衛生実態調査（事業場調査）の結果について報告するもの。

１　調査概要

労働基準法及び労働安全衛生法遵守の観点から、人事委員会が労働基準監督の職権を行使する114事業場（12号事業場（教育・研究・調査）及び官公署）に対して実施した。調査内容は次のとおり。

（１）労働安全衛生法に規定される基準・遵守事項関係

（２）労働基準法に規定される基準・遵守事項関係

２　調査結果、対応等

（１）労働安全衛生法に規定される基準・遵守事項関係

ア　安全衛生管理体制（クレーン取扱体制、衛生管理者、安全推進者（知事部局）、衛生推進者等の選任状況並びに衛生委員会の開催）

【調査結果】

・衛生管理者の報告漏れが２件あった。（既に報告、口頭指導済み）

イ　事故発生回数・死傷病者数

　　　 【調査結果】

・労働者死傷病報告の報告漏れが２件あった。（既に報告、口頭指導済み）

ウ　有害な業務の有無・定期自主検査実施状況

    　 【調査結果】

・特段の指導事項なし。

（２）労働基準法に規定される基準・遵守事項関係（勤務時間割振、週休日、時間外勤務及び休日勤務に関する協定（以下、「３６協定」））

【調査結果及び対応等】

・３６協定に定める月間限度時間の超過が１件あった。

・違反していた１所属（県立高校）では、事務職員の休職に伴い、事務次長が４月、５月、７月に大幅な時間外勤務を行うこととなったという事情があるものの、限度時間等協定内容の認識不足が主な原因である。

・３６協定違反があった所属での協定違反者数は１名であり、協定遵守に係る意識向上により違反は十分防げると思われるため、「協定違反は努力目標ではなく使用者に刑事罰が科される可能性もあること」、「協定遵守が不可能となった時点で直ちに変更届を提出すること」、等の注意事項と併せて、当該違反所属に対し文書により是正指導を行った。

３　今後の労働基準監督、労働安全衛生管理について

近年、３６協定（年間限度時間、月間限度時間、休日限度時間）の遵守状況については、改善されてきている（一昨年度７所属→昨年度３所属→本年度１所属）。

一方で、衛生管理者の報告漏れのような法規制の不徹底等は、改善されているとは言い難い状況（一昨年度４所属→昨年度１所属→本年度４所属）である。

引き続き、事業場調査等を通じて各所属に対し継続して指導助言していく。

また、近年は台帳調査のみ実施しているところであるが、来年度からは、法令に定める特定化学物質等及びボイラー等の機械を取り扱う所属（今年度38所属）を中心に、危険・有害業務に係る関係法令の遵守状況等を確認するための実地調査を実施することとしたい。

【質　疑】

委　員

報告内容は労働基準監督署が行っている業務とは別のことを人事委員会が行っているということなのか。

事務局

民間の事業所は労働基準監督署が行っているが、公務所属については労働基準監督署と人事委員会が話し合って所管を決めている。

基本的には土木や病院などは労働基準監督署が所管し、研究施設や学校は人事委員会が所管する。

委　員

書面調査だけではなく、実地調査するのは良いことである。

事務局

人事委員会の職員も実地で確認しないとイメージが湧かないところがある。そういう意味で見て確認した方が良いと思っている。

委　員

実地調査については引き続き検討してほしい。
◇報告第２号

職員団体の登録の抹消について、事務局が説明した。
【説　明】

当委員会が登録している職員団体から解散の届出があり、登録を抹消したので、その概要を報告するもの。

１　登録を抹消した職員団体

　　南部自治体職員労働組合

２　登録を抹消した年月日

　　平成28年２月18日

３　登録を抹消した理由

　　職員団体の解散によるもの

４　解散年月日

　　平成28年１月12日

５　解散理由

　　構成員の人数が著しく少なくなり、組織としての意義を失したため

６　根拠法令

　　地方公務員法第53条第10項

　　職員団体の登録に関する条例第４条第１項及び第２項

◇報告第３号

職員からの苦情相談について、事務局が説明した。
	７　次回人事委員会の開催


　　平成28年３月18日（金）午前10時から開催することとした。
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